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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

売上高 (百万円) 343,613 365,200 383,644 414,885 430,795

経常利益 (百万円) 22,696 21,865 21,901 23,810 23,875

親会社株主に帰属する当期

純利益
(百万円) 12,630 12,820 12,862 14,605 14,947

包括利益 (百万円) 12,644 12,832 12,885 14,852 15,167

純資産額 (百万円) 103,948 114,809 124,281 136,782 148,782

総資産額 (百万円) 164,783 182,272 210,246 217,936 230,664

１株当たり純資産額 (円) 1,641.72 1,813.29 1,962.91 2,160.36 2,349.90

１株当たり当期純利益金額 (円) 199.47 202.48 203.15 230.67 236.08

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 63.1 63.0 59.1 62.8 64.5

自己資本利益率 (％) 12.8 11.7 10.8 11.2 10.5

株価収益率 (倍) 15.29 19.36 28.55 23.02 21.94

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 13,282 17,243 31,175 13,248 16,912

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △13,177 △16,331 △9,074 △9,043 △18,439

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △2,033 △2,035 △2,847 △2,505 △3,506

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 26,627 25,504 44,758 46,458 41,425

従業員数
(人)

3,898 4,025 4,144 4,474 4,927

(外、平均臨時雇用者数) (5,184) (5,499) (5,982) (6,700) (7,722)

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

 2/79



(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

売上高 (百万円) 30,646 36,609 37,575 37,906 43,980

経常利益 (百万円) 14,233 16,401 15,804 14,868 19,513

当期純利益 (百万円) 11,564 18,876 12,787 11,592 16,361

資本金 (百万円) 15,434 15,434 15,434 15,434 15,434

発行済株式総数 (株) 63,330,838 63,330,838 63,330,838 63,330,838 63,330,838

純資産額 (百万円) 93,591 110,520 120,542 129,605 142,815

総資産額 (百万円) 139,541 168,180 186,339 190,513 199,015

１株当たり純資産額 (円) 1,478.16 1,745.55 1,903.84 2,047.01 2,255.65

１株当たり配当額

(円)

27.00 40.00 40.00 45.00 50.00

(うち１株当たり中間配当

額)
(12.00) (16.00) (20.00) (20.00) (25.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 182.64 298.14 201.96 183.09 258.42

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 67.1 65.7 64.7 68.0 71.8

自己資本利益率 (％) 13.0 18.5 11.1 9.3 12.0

株価収益率 (倍) 16.7 13.1 28.7 29.0 20.0

配当性向 (％) 14.8 13.4 19.8 24.6 19.3

従業員数
(人)

254 44 33 34 31

(外、平均臨時雇用者数) (33) (8) (3) (2) (3)

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第35期の１株当たり配当額は創業40周年記念配当５円を含んでおります。
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２【沿革】

年月 事項

昭和57年３月 医薬品、健康食品、化粧品、日用品の販売及び処方箋調剤等のサービスの提供を目的とする薬局とし

て、株式会社スギ薬局（資本金10百万円）を設立。

昭和57年３月 愛知県西尾市下町神明下13番地２にスギ薬局下町店（１号店）を開設。

平成９年１月 本社機能の充実のため、本社を新幹線三河安城駅前、愛知県安城市二本木町二ツ池33番地５に移転。

平成12年６月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場に株式を上場。（平成15年３月14日に上場廃止）

平成13年８月 東京証券取引所市場第一部・名古屋証券取引所市場第一部に同時上場。

平成16年10月 株式会社ジャパン（東証・大証第２部）と包括的な業務提携に関する基本合意書を締結。（平成19年２

月23日に上場廃止）

平成17年７月 愛知県春日井市にスギ薬局ロジスティクスセンター（略称：SLC中部）が本稼動開始。

平成17年11月 本社機能の充実のため、本社を愛知県安城市三河安城町一丁目８番地４に移転。

平成17年12月 株式会社ジャパンの株式を50.1%取得し、連結子会社化。

平成19年３月 株式会社ジャパンを株式交換により完全子会社化。

平成19年９月 飯塚薬品株式会社（平成20年２月29日に全株式を売却）を子会社化。

平成20年２月 飯塚薬品株式会社を完全子会社化。

平成20年９月 株式会社スギ薬局をスギホールディングス株式会社に商号変更。また、新設分割により持株会社体制に

移行し株式会社スギ薬局、スギメディカル株式会社を新設。

平成20年11月 スギ訪問看護ステーション林寺（大阪市阿倍野区）を開設し、訪問看護事業を開始。

平成20年12月 スギメディカル株式会社の100％子会社としてスギメディカルリサーチ株式会社、スギメディカルサ

ポート株式会社、スギ生物科学研究所株式会社を新設。

富士バイオメディックス株式会社より臨床ＣＲＯ事業をスギメディカルリサーチ株式会社が事業譲受。

富士クリニカルサポート株式会社よりＳＭＯ事業をスギメディカルサポート株式会社が事業譲受。

平成21年２月 富士バイオメディックス株式会社より非臨床事業をスギ生物科学研究所株式会社が事業譲受。

平成21年３月 スギメディカル株式会社は、ガン領域に特化した臨床ＣＲＯ事業を行うテムリックＣＲＯ株式会社の株

式を取得し子会社化。

平成21年６月 当社子会社のスギメディカルリサーチ株式会社がテムリックＣＲＯ株式会社を吸収合併。

障害者を雇用し、グループ内の各種業務を受託するスギスマイル株式会社を新設。

平成21年７月 スギスマイル株式会社が「障害者の雇用促進等に関する法律」に基づく特例子会社認定を取得。

平成23年２月 関東エリアにおける事業拡大の加速化を目的に株式会社スギ薬局と飯塚薬品株式会社を合併。

平成23年５月 スギメディカル株式会社が保有するスギメディカルリサーチ株式会社、スギメディカルサポート株式会

社、スギ生物科学研究所株式会社の株式をシミック株式会社へ譲渡。

平成25年３月

 

 

平成26年11月

 

平成28年８月

 

 

平成28年９月

株式会社ジャパンの小売販売事業を「商勢圏内市場シェア拡大」と既存店舗の再編・整備の加速による

「事業拡大の加速化」を目的に株式会社スギ薬局へ吸収分割。

当社が株式会社ジャパンを吸収合併。

「物流システム（ロジスティクス）」の全面的見直し、再創出を行い、その１号施設としての物流セン

ター（豊川センター：愛知県豊川市）が本稼働。

商品のみならず店舗運営において必要となるものすべての流通を担う「“総合”物流センター」とし

て、また、「流通の“ネットワーク基地”」としての役割を担う大府センター（愛知県大府市）が本稼

働。

「俊敏で密な組織運営」、「経営の更なるローコスト化」を実現するため、本社を大府センター内に移

転。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社（スギホールディングス株式会社）及び子会社４社により構成されております。

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、
これによりインサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなりま
す。
当社グループの主要な会社の事業内容は次のとおりであります。

会社名 摘要

株式会社スギ薬局

医薬品・健康食品・化粧品・日用品等を販売するとともに、処方箋調剤や地域

の医療関係者と連携した在宅医療に取り組む『地域医療対応型ドラッグスト

ア』の経営を主たる業務としております。

スギメディカル株式会社

訪問看護サービス・居宅介護支援サービスの提供を通して、地域医療機関なら

びに社会福祉事業者との連携を密にした『訪問看護ステーション』の経営を主

たる業務としております。

 

［事業系統図］

当社グループの事業系統図は次のとおりであります。

※　上記のほか、非連結子会社で持分法非適用会社２社があります。
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４【関係会社の状況】

その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の被所
有割合

（％）
関係内容

㈱スギ商事 愛知県安城市 20 有価証券の保有 28.90 役員の兼任…有

 

連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合

（％）
関係内容

㈱スギ薬局

(注１、２)
愛知県安城市 50

商品の販売

処方箋調剤
100.00

経営全般における指導・管
理、店舗の企画開発、店
舗・事務所の賃貸を行って
おります。
役員の兼任…有

スギメディカル㈱
東京都千代田

区
50 訪問看護サービス 100.00

経営全般における指導・管
理、店舗の企画開発、店
舗・事務所の賃貸及び資金
の援助を行っております。
役員の兼任…有

(注) １．特定子会社に該当しております。

２．株式会社スギ薬局については、売上高（連結会社相互の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 430,070百万円

 (2) 経常利益 14,864百万円

 (3) 当期純利益 10,043百万円

 (4) 純資産額 10,176百万円

 (5) 総資産額 92,043百万円
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年２月28日現在
 

区分 従業員数（人）

店舗 4,238 （7,511）

全社（共通） 689 （ 211）

合計 4,927 （7,722）

(注) １．従業員数は就業人員であり、（　　）内の臨時雇用者数（１日８時間換算）は年間の平均人員を記載してお

ります。

２．当社グループは、ドラッグ・調剤事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数は記載してお

りません。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、店舗に区分できない管理部門等に所属しているものであり

ます。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年２月28日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

31（　　3） 38.8 10.2 6,935,182

(注) １．従業員数は就業人員であり、（　　）内の臨時雇用者数（１日８時間換算）は年間の平均人員を記載してお

ります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには、「ＵＡゼンセン同盟スギ薬局ユニオン」が組織されており、ＵＡゼンセン同盟に属しておりま

す。

なお、労使関係については安定しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成28年３月１日～平成29年２月28日）におけるわが国経済は、輸出の増加による好調な企業業

績を背景に、雇用情勢の改善傾向が続き、緩やかな回復基調が続きました。

しかしながら、個人消費については、社会保障などへの将来不安の影響もあり、力強さを欠いた状況となりまし

た。

ドラッグストア業界を取り巻く経営環境は、異業種・異業態との競争が激化する中、「診療報酬改定に伴う薬価引

き下げ・報酬体系の大幅な見直し」、「Ｃ型肝炎治療薬販売の大幅な減少」、そして、「インバウンド関連商品の販

売鈍化」等により、厳しい状況にありました。

このような中、当社グループは、急速かつ大きく変化する市場・競争環境に迅速かつ的確に適合すべく、「事業の

構造・仕組み等の質的転換」を図ることを目的に、次代視点から、「ウェルネスを基軸とした商品・サービスの拡充

と売場づくり」、競争力強化のための「スクラップ＆ビルド・改装及び地域密着・深耕」、「競争環境の変化に俊敏

かつ的確に行動できる人材づくり」、次代の経営インフラとなる「情報と物流システムの再創出」などの取り組みを

強力に推し進めてまいりました。

具体的には、

(1)店長・薬剤師・管理栄養士・ビューティアドバイザーなどへの実践・実学研修を行う「社内大学の設置」

(2)薬剤師の業務生産性向上を目的とした、「調剤業務および調剤システムの見直し・再創出」

(3)シニアの“都合の良い時間に、自分のペースで働きたい”とのニーズに応える、「多様な働き方づくり」

(4)地域の人々の“いつまでも健康であり続けたい”とのニーズに応えるため、薬剤師・管理栄養士による気軽な

“食と運動”の相談、また、“ウェルネス”の切り口からの健康食品・サプリメントなどの品揃えを充実した

「次代に適合した売場の展開」

(5)行政・民間団体・地元企業等と連携した“健康フェア”、“食と運動の相談会”、“ウォーキング大会”、“朝

市”などの共同開催等の「地域密着・深耕策の推進」

(6)本部機能を愛知県大府市に移転し、組織間のコミュニケーションをより活発化させ、素早く的確な意思決定がで

きる組織体制の構築

(7)「既存物流センターの再編」とその中核機能を担う「物流センター（大府センター）の構築」

等々に取り組んでまいりました。

店舗の出退店等につきましては、75店舗の新規出店、62店舗の中・大型改装、23店舗の閉店を実施してまいりまし

た。これにより、当連結会計年度末における店舗数は 1,048店舗（前期末比 52店舗増）となりました。

 

以上の結果、当連結会計年度における当社の連結業績は、以下の通りです。

売上高

診療報酬改定に伴う薬価引き下げ、Ｃ型肝炎治療薬およびインバウンド関連商品の販売の大幅な減少などの影響

により売上伸び率の鈍化がありましたが、引き続き堅調な調剤売上高および各種の販売施策の結果、売上高は

4,307億95百万円（前年同期比 3.8％増、159億10百万円増）となりました。

売上総利益

年初来からの消費者の低価格志向に加え、報酬体系の大幅な見直しなどによって、売上総利益は 1,200億８百万

円（同 3.7％増、42億98百万円増）となりました。

販売費及び一般管理費

中長期視点から、先行投資として「十分な店舗人材の確保および教育」および「物流・システムインフラなどの

整備」に取り組んだ結果、販売費及び一般管理費は 971億76百万円（同 4.9％増、45億79百万円増）となりまし

た。

営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益

以上の結果、営業利益は 228億32百万円（同 1.2％減、２億80百万円減）、経常利益は 238億75百万円（同 0.3％

増、64百万円増）、これに伴い、親会社株主に帰属する当期純利益は 149億47百万円（同 2.3％増、３億42百万円

増）となりました。

なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用

し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

なお、当社の事業セグメントは単一セグメントですので、セグメント別の記載は省略しております。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、50億33百万円減少し、414億25百万

円（前年同期比 10.8％減）となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、169億12百万円（同 27.7％増、36億63百万円増）となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益が 225億21百万円となり、法人税等の支払額が 101億70百万円、たな卸資産の増加額が 47

億30百万円、賞与引当金の減少額が 10億13百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、184億39百万円（同 103.9％増、93億95百万円増）となりました。これは主に

定期預金の払戻による収入が 830億円、有価証券の償還による収入が 388億円あった一方で、定期預金の預入によ

る支出が 880億円、有価証券の取得による支出が 390億円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、35億６百万円（同 40.0％増、10億１百万円増）となりました。これは主に配

当金の支払が 31億65百万円あったこと等によるものであります。
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２【仕入実績及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

　当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の商品仕入実績は次のとおりであり

ます。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

前年同期比（％）

ドラッグ・調剤事業（百万円） 314,922 105.5

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 販売実績

　当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の販売実績は次のとおりでありま

す。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

前年同期比（％）

ドラッグ・調剤事業（百万円） 430,795 103.8

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 当社グループの現状の認識について

世界に類を見ないスピードで進む高齢化の進展に伴うお客様の健康志向の高まり、“食品の機能性表示”、“血

液検査”など健康関連市場の規制緩和により、ドラッグストア・薬局づくりに求められる役割と位置づけは大きく

変わって来ております。このことから、当業界において、「質的に変わること」、「早く変わること」が経営課題

となっています。

このような状況の中、今日まで築き上げたお客様からの信頼、多様な店舗群と多数の店舗、厚い財務基盤といっ

た内部資源を活用し、「事業の構造、仕組み等」を見直すことで、差別的優位性あるグループ事業体を構築してま

いります。

 

(2) 当面の対処すべき課題の対処方針

具体的には、

①　マーチャンダイジング・サイクル・システムを駆使した個々の店舗ごとの「品揃え・棚割の最適化」、「単

品管理による商品改廃のスピードアップ」および「自主マーチャンダイジングの推進・強化」

②　お客様起点から“わかりやすい”・“買いやすい”売場をつくることを目的とした、「店舗表示物の整理・

再創出」及びコスト低減を図るための「内製化の実施」

③　お客様と双方向にコミュニケーションを取ることで、お客様の来店を促し、来店頻度を増やし、買上点数を

増やすことのできる「お客様囲い込み策の再創出」

④　お客様と競争相手を見て、お客様ニーズに合致した売場を、自らの裁量権でつくることができる「スーパー

店長の育成」

⑤　社内資格制度を構築することで、コミュニケーション能力だけではなく、品揃え・売場づくり・在庫管理技

術までも備えた管理栄養士・ビューティアドバイザーなどの「プロの育成」

⑥　女性・シニアなどの“多様な働き方”や産み出した成果に基づく“生産性の高い働き方”を実現させるため

の「人事の諸制度の再構築」

⑦　店舗運営業務の効率化を目的とした、「店舗システムの全面的見直し」

等々を実現していくことにより、差別的優位性あるグループ事業体を構築してまいります。

 

(3) 具体的な取組状況等

当連結会計年度（平成28年３月１日～平成29年２月28日）においては、次代視点から、「ウェルネスを基軸とし

た商品・サービスの拡充と売場づくり」、競争力強化のための「スクラップ＆ビルド・改装及び地域密着・深

耕」、「競争環境の変化に俊敏かつ的確に行動できる人材づくり」、次代の経営インフラとなる「情報と物流シス

テムの再創出」などの取り組みを強力に推し進めてまいりました。

具体的には、

① 店長・薬剤師・管理栄養士・ビューティアドバイザーなどへの実践・実学研修を行う「社内大学の設置」

② 薬剤師の業務生産性向上を目的とした、「調剤業務および調剤システムの見直し・再創出」

③ シニアの“都合の良い時間に、自分のペースで働きたい”とのニーズに応える、「多様な働き方づくり」

④ 地域の人々の“いつまでも健康であり続けたい”とのニーズに応えるため、薬剤師・管理栄養士による気軽な

“食と運動”の相談、また、“ウェルネス”の切り口からの健康食品・サプリメントなどの品揃えを充実した

「次代に適合した売場の展開」

⑤ 行政・民間団体・地元企業等と連携した“健康フェア”、“食と運動の相談会”、“ウォーキング大会”、“朝

市”などの共同開催等の「地域密着・深耕策の推進」

⑥ 本部機能を愛知県大府市に移転し、組織間のコミュニケーションをより活発化させ、素早く的確な意思決定が

できる組織体制の構築

⑦ 「既存物流センターの再編」とその中核機能を担う「物流センター（大府センター）の構築」

等々に取り組んでまいりました。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項については、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1) 法的規制等について

①　「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器等法」とい

う。）」等による規制について

当社グループは、「医薬品医療機器等法」上の医薬品等を販売するに当たり、各都道府県の許可・登録・指定・

免許及び届出を必要としております。また、食品、酒類等の販売については、食品衛生法等それぞれ関係法令に基

づき、所轄官公庁の許可・免許・登録等を必要としております。その主なものは、以下のとおりであります。

従って、これら法令の改正等により店舗の営業等に影響を及ぼすことがあります。

許可、登録、指定、免許、届出の別 有効期限 関連する法令 登録等の交付者

医薬品販売業許可 ６年 医薬品医療機器等法 各都道府県知事又は所轄保健所長

薬局開設許可 ６年 医薬品医療機器等法 各都道府県知事又は所轄保健所長

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各所轄厚生局長

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事又は所轄保健所長

麻薬小売業者免許 ２年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

高度管理医療機器等

販売業及び賃貸業許可
６年 医薬品医療機器等法 各都道府県知事又は所轄保健所長

動物用医薬品一般販売業許可 ６年 医薬品医療機器等法 各都道府県知事

農薬販売業届出 無期限 農薬取締法 各都道府県知事

②　医薬品の販売規制緩和について

平成21年６月１日より施行された改正旧薬事法による登録販売者制度の導入および一般用医薬品のインターネッ

ト販売の事実上の解禁により、他業種との競争が激化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

③　調剤報酬及び薬価基準の改正について

当社グループの調剤売上は、薬剤に係る収入と調剤技術に係る収入から成り立っております。

これらは、健康保険法に定められた「薬価基準」及び「調剤報酬の点数」をもとに算出されております。

今後、薬価基準や調剤報酬の改定が行われた際は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 薬剤師の確保について

地域医療対応型ドラッグストアを目指す当社グループでは、「医薬品医療機器等法」等に定められた必要員数を確

保するだけでなく、適切なカウンセリング及び正確な調剤ができる質の高い薬剤師の確保が不可欠であります。

必要な薬剤師が確保できない場合には、店舗の営業時間や出店計画に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 調剤過誤の防止

当社グループは薬事研修センター（東京校・名古屋校・大阪校）を開設し、薬剤師の資質向上を図るとともに、調

剤業務に導入した複数鑑査システムの徹底活用を図り、また、調剤業務のバックアップ体制を構築することにより、

調剤過誤の防止に努めております。

しかし、万が一、調剤過誤が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 大規模災害による影響について

現在のところ、当社グループの店舗の多くは近い将来大規模地震の発生により影響を受けると予想される地域で営

業を行っております。

防災対策には、人・物・金・情報の面で万全を期しておりますが、懸念される地震等が発生した場合には、店舗の

営業に支障をきたし業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 個人情報の漏洩防止について

当社グループでは、処方箋やポイント会員の個人情報を扱っており、個人情報の保護については、十分な対策を講

じておりますが、万が一漏洩されることとなった場合には、訴訟を受けたり、社会的な信用を失うこと等により業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 減損会計の適用について

当社グループは「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、今後においても競合の激化や予期せぬ商圏の変

動などにより店舗の収益性に変化があった場合には、固定資産の減損処理が必要になる場合があります。

その場合特別損失が計上され当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。これらの見積りについては過去

の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果と異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連

結財務諸表　注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高は 4,307億95百万円（前年同期比 3.8％増、159億10百万円

増）、売上総利益は 1,200億８百万円（同 3.7％増、42億98百万円増）となりました。

なお、この詳細は「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （１）業績」に記載しております。

 

(3) 財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 127億28百万円増加し、2,306億64百万円となりま

した。

流動資産は、商品が 47億30百万円、有価証券が 12億円増加したこと等により、54億２百万円増加し 1,573億87百

万円となりました。

固定資産は、建物及び構築物が 70億21百万円増加したこと等により、73億26百万円増加し 732億77百万円となり

ました。

負債は、前連結会計年度末に比べ ７億28百万円増加し、818億82百万円となりました。

流動負債は、買掛金が 24億66百万円増加した一方で、未払法人税等が 24億24百万円、賞与引当金が 10億13百万

円減少したこと等により、３億54百万円減少し 706億70百万円となりました。

固定負債は、資産除去債務が ６億59百万円、退職給付に係る負債が２億56百万円増加したこと等により、10億83

百万円増加し 112億11百万円となりました。

純資産は、前連結会計年度末に比べ 119億99百万円増加し、1,487億82百万円となりました。

 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、414億25百万円となっております。これに営業キャッシュ・フ

ローと金融機関の借入枠等を勘案すれば、将来資金に対して充分な財源が存在していると認識しております。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループにおきましては、上位企業による規模拡大に向けたＭ＆Ａや出店競争がさらに激化しております。

また、同業及び異業種・異業態との価格にウェイトを置いた「同一・同質的な競争」の激化、新規出店に影響を及

ぼす薬剤師や登録販売者の確保など、懸念材料が多数存在しております。

これらはいずれも当社グループの経営成績に影響を与える要因であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、新規出店 75店舗（株式会社スギ薬局 74店舗、スギメディカル株式会社 １店舗）の店舗展開を中

心に行い、118億88百万円の設備投資を実施いたしました。

 

当連結会計年度における新設店舗の設備投資は次のとおりであります。

所在地 設備の内容
設備投資額（百万円）

建物及び構築物 土地 その他 合計

関東エリア（26店舗）  店舗 1,149 － 521 1,670

中部エリア（26店舗）  店舗 3,409 － 813 4,222

関西エリア（23店舗）  店舗 1,241 － 419 1,660

合計  5,800 － 1,753 7,553

(注) 設備投資額の「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であります。

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

15/79



２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備の内訳は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成29年２月28日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)

建物及び構築物
土地

その他 合計
面積（㎡） 金額

中部エリア

（419店舗）
子会社賃貸店舗

14,935

[－]

4,033.81

(849,671.57)

[－]

907

[－]

215

[－]

16,058

[－]
－

関東エリア

（265店舗）
子会社賃貸店舗

3,995

[－]

2,098.67

(365,197.51)

[－]

111

[－]

259

[－]

4,367

[－]
－

関西エリア

（364店舗）
子会社賃貸店舗

7,789

[－]

55,897.41

(574,370.75)

[－]

3,342

[－]

178

[－]

11,310

[－]
－

事務所

(愛知県大府市)

事務所及び物流

センター

4,659

[－]

－

(15,532.46)

[－]

－

[－]

28

[－]

4,688

[－]
31

賃貸物件 賃貸施設
1,808

[1,808]

34,548.79

(167,389.76)

[201,938.55]

1,390

[1,390]

0

[0]

3,198

[3,198]
－

(注) １．帳簿価額「その他」は、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であり、建設仮勘定

は含まれておりません。

２．上記のほか、ソフトウエアを 2,118百万円所有しております。

３．（　）内面積は、賃借分を示しております。

４．［　］内の金額及び面積は、連結子会社以外への賃貸分を示しております。

５．当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

６．提出会社の子会社賃貸店舗の設備は、全て子会社に賃貸しているものであります。

７．従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。
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(2) 国内子会社

平成29年２月28日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内
容

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物

土地

その他 合計

面積（㎡） 金額

㈱スギ薬局
中部エリア

(418店舗)
店舗 21

－

(853,642.04)
－ 2,178 2,199 1,629

㈱スギ薬局
関東エリア

(262店舗)
店舗 －

－

(367,127.88)
－ 1,166 1,166 1,068

㈱スギ薬局
関西エリア

(360店舗)
店舗 0

－

(629,923.64)
－ 1,424 1,425 1,458

㈱スギ薬局
本部

(愛知県大府市)
事務所 －

－

(－)
－ 351 351 412

スギメディカル㈱
中部エリア

(１店舗)
店舗 －

－

(63.34)
－ 0 0 6

スギメディカル㈱
関東エリア

(３店舗)
店舗 －

－

(168.30)
－ 0 0 22

スギメディカル㈱
関西エリア

(４店舗)
店舗 －

－

(344.52)
－ 0 0 55

(注) １．帳簿価額「その他」は、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」、「機械及び装置」および「リース資

産」であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．上記のほか、ソフトウエア（リース資産を含む）を ４百万円所有しております。

３．（　）内面積は、賃借分を示しております。

４．当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

５．従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、経営方針をもとに、出店計画が策定されております。

なお、平成29年２月28日現在における重要な設備の新設、改装、改修及び除却等の計画は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
増加予定
店舗数総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

中部エリア他 店舗 11,460 1,094 自己資金 平成27年11月 平成30年2月 100

愛知県大府市 ソフトウエア等 2,132 44 自己資金 平成28年4月 平成30年2月 －

(注) 当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(2) 重要な設備の改装及び改修

所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

中部エリア他 店舗改装及び設備の改修 1,575 0 自己資金 平成28年3月 平成30年2月

(注) 当社グループはドラッグ・調剤事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(3) 重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成29年２月28日）
提出日現在発行数（株）
（平成29年５月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,330,838 63,330,838

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

100株

計 63,330,838 63,330,838 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増

減額(百万円)

資本準備金残

高(百万円)

平成19年３月１日

(注)
3,542,838 63,330,838 － 15,434 6,954 24,632

（注）株式交換

株式交換の実施に伴う新株式発行によるものであります。

発行価格　　　　　　1,963円

 

（６）【所有者別状況】

平成29年２月28日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 38 26 217 225 5 26,966 27,477 －

所有株式数

（単元）
－ 68,921 17,472 199,985 223,158 6 123,327 632,869 43,938

所有株式数の

割合（％）
－ 10.89 2.76 31.60 35.26 0.00 19.49 100.00 －

(注) １．自己株式　16,460株は、「その他の法人」に 164単元及び「単元未満株式の状況」に 60株を含めて記載し

ております。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ４単元

及び２株含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成29年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社スギ商事 愛知県安城市三河安城町一丁目８番地４ 18,288 28.87

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　

ＹＯＲＫ　１３３５２２

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000 BRUSSELS,

BELGIUM

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

2,870 4.53

ＭＳＣＯ　ＣＵＳＴＯＭＥＲ　ＳＥＣ

ＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタンレー

ＭＵＦＧ証券株式会社）

1585 Broadway New York, New York 10036,

U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手

町フィナンシャルシティ　サウスタワー）

2,327 3.67

杉浦　広一 愛知県西尾市 1,892 2.98

杉浦　昭子 愛知県西尾市 1,892 2.98

杉浦　克典 愛知県刈谷市 1,892 2.98

杉浦　伸哉 愛知県刈谷市 1,892 2.98

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮ

Ｋ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰ

ＡＮＹ　５０５２２３

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

1,659 2.62

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮ

Ｋ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡ

ＮＹ

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
1,625 2.56

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣＵ

ＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手

町フィナンシャルシティ　サウスタワー）

1,474 2.32

計 － 35,814 56.55

（注）１　平成28年11月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ハリス・アソシエイツ・エル・

ピーが平成28年10月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数 株券等保有割合（％）

ハリス・アソシエイツ・エル・ピー 2,112,500 3.34

合計 2,112,500 3.34

 

　　　２　平成28年12月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、セレクト・エクイティ・ジー

ピー・エルエルシーが平成28年12月１日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社とし

て当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数 株券等保有割合（％）

セレクト・エクイティ・ジーピー・エルエルシー 3,811,265 6.02

合計 3,811,265 6.02
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　　　３　平成29年１月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社が平成28年12月

30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末現在における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数 株券等保有割合（％）

野村證券株式会社 1,601,599 2.53

NOMURA INTERNATIONAL PLC 299,286 0.47

野村アセットマネジメント株式会社 983,100 1.55

合計 2,883,985 4.55

 

　　　４　平成29年３月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ニュートン・インベストメント・

マネジメント・リミテッドが平成29年３月27日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数 株券等保有割合（％）

ニュートン・インベストメント・マネジメント・リミテッド 2,962,300 4.68

ドレイファス・コーポレーション 397,000 0.63

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン 213,900 0.34

合計 3,573,200 5.64

 

　　　５　平成29年４月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アーチザン・インベストメンツ・

ジーピー・エルエルシーが平成29年３月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数 株券等保有割合（％）

アーチザン・インベストメンツ・ジーピー・エルエルシー 4,330,497 6.84

合計 4,330,497 6.84
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    16,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 63,270,500 632,705 －

単元未満株式 普通株式    43,938 － －

発行済株式総数 63,330,838 － －

総株主の議決権 － 632,705 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

スギホールディングス

株式会社

 愛知県安城市三河安

城町一丁目８番地４
16,400 － 16,400 0.02

計 － 16,400 － 16,400 0.02

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

(１)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(２)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当事業年度における取得自己株式 388 2,147,640

 当期間における取得自己株式 60 314,680

(注) 当期間における取得自己株式には、平成29年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。

 

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 16,460 － 16,520 －

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成29年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、安定した配当の継続を基本に、業績及び配当性向等並びに今後の事業展開に備えるための内部留保を総合

的に勘案して剰余金の配当等を決定しております。

当社は、８月31日及び２月末日を基準日とする年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、「剰余金

の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議に

よらず取締役会の決議により定める。」旨定款に定めております。

なお、当事業年度における配当につきましては、上記の方針に基づき、業績の状況及び経営環境等を勘案し、当事

業年度の期末配当金を１株当たり 25円とし、支払開始日を平成29年５月24日とすることを平成29年４月11日開催の取

締役会において決議しております。これにより、平成28年11月に１株当たり 25円（普通配当 20円、創業40周年記念

配当 ５円）の中間配当金をお支払いたしましたので、年間配当金は１株当たり 50円となります。

内部留保資金につきましては、競争が激化する薬局・ドラッグストア業界で勝ち残るために、Ｍ＆Ａを含めたあら

ゆる成長の機会を迅速に捉えるとともに、積極的な店舗展開や、それをサポートする営業・内部管理体制の構築、及

び「かかりつけ薬局」を実践できる有能な社員の育成のために利用し、さらなる企業価値の向上に努めてまいりま

す。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

 平成28年９月26日

取締役会決議
1,582 25

 平成29年４月11日

 取締役会決議
1,582 25
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

最高（円） 3,325 4,495 5,980 6,930 6,230

最低（円） 2,199 2,999 3,830 5,130 4,895

(注) 　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年９月 10月 11月 12月 平成29年１月 ２月

最高（円） 5,590 5,920 5,610 5,660 5,680 5,420

最低（円） 5,070 5,490 5,170 5,070 5,110 5,130

(注) 　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性７名　女性３名　（役員のうち女性の比率30％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会長 － 杉浦　広一 昭和25年７月22日生

 
昭和49年４月 有限会社鬼頭天昌堂薬局（現株式

会社鬼頭天昌堂薬局）入社

昭和51年12月 個人にてスギ薬局を創業

昭和57年３月 株式会社スギ薬局（現スギホール

ディングス株式会社）を設立

当社代表取締役社長

平成20年９月 当社代表取締役社長 兼 社長執行

役員

株式会社スギ薬局代表取締役社長

平成21年５月 当社代表取締役会長 会長執行役員

平成25年３月 当社代表取締役会長（現任）
 

(注)５ 1,892

代表取締役社長 － 榊原　栄一 昭和31年８月14日生

 
昭和55年４月 セガミメディックス株式会社（現

株式会社ココカラファイン）入社

平成７年４月 当社取締役

平成９年８月 当社常務取締役営業本部長

平成16年３月 当社常務取締役商品本部長

平成17年４月 当社常務取締役営業本部長

平成20年９月 当社常務取締役　常務執行役員グ

ループ営業戦略担当

株式会社スギ薬局常務取締役

平成21年３月 当社常務取締役　常務執行役員グ

ループ営業企画部担当

株式会社スギ薬局代表取締役副社

長

平成22年５月 当社執行役員スギ薬局担当

平成23年３月 株式会社スギ薬局代表取締役社長

平成25年５月

平成29年３月

 
平成29年５月

当社取締役

株式会社スギ薬局代表取締役会長

(現任)

当社代表取締役社長(現任)
 

(注)５ 152

代表取締役副社長 － 杉浦　昭子 昭和28年11月11日生

 
昭和57年３月 当社設立と同時に取締役就任

平成５年４月 当社専務取締役

平成９年８月 当社取締役副社長

平成11年９月 当社取締役副社長管理部長

平成12年１月 当社取締役副社長管理本部長

平成13年５月 当社代表取締役副社長

平成20年４月 当社代表取締役副社長兼ＣＳＲ室

長

平成20年９月 当社代表取締役副社長

副社長執行役員兼ＣＳＲ室長

株式会社スギ薬局代表取締役副社

長

平成24年３月 当社代表取締役副社長 副社長執行

役員 医療戦略管掌兼コーポレート

室長

平成25年３月 当社代表取締役副社長兼ＣＳＲ室

長

スギメディカル株式会社代表取締

役社長（現任）

平成26年３月 当社代表取締役副社長（現任）
 

(注)５ 1,892
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 杉浦　克典 昭和53年10月14日生

 
平成15年７月 ジョンソン・エンド・ジョンソン

株式会社入社

平成18年３月 当社入社

平成20年９月 当社執行役員内部統制室長

平成21年３月 株式会社スギ薬局取締役

平成21年６月 スギスマイル株式会社取締役

平成23年３月 株式会社スギ薬局常務取締役

平成26年３月 スギスマイル株式会社代表取締役

社長(現任)

平成29年３月 株式会社スギ薬局代表取締役社長

(現任)

平成29年５月 当社取締役(現任）
 

(注)５ 1,892

取締役 － 杉浦　伸哉 昭和54年11月30日生

 
平成14年11月 佐藤製薬株式会社入社

平成16年４月 当社入社

平成21年11月 株式会社スギ薬局在宅医療営業部

部長

平成22年３月 株式会社スギ薬局取締役在宅医療

営業部長

平成22年５月 当社執行役員医療事業戦略本部副

本部長

平成23年３月 スギメディカル株式会社取締役(現

任)

平成25年３月 株式会社スギ薬局取締役医療営業

統括部統括部長

平成28年３月 株式会社スギ薬局取締役ウェルネ

ス事業部長

平成29年３月 株式会社スギ薬局常務取締役(現

任)

平成29年５月 当社取締役(現任）
 

(注)５ 1,892

取締役 － 神野　重行 昭和22年５月23日生

 
昭和45年４月 名古屋鉄道株式会社入社

平成12年６月 名古屋鉄道株式会社取締役

平成19年５月 三重産業株式会社代表取締役（現

任）

平成19年６月 名古屋鉄道株式会社専務取締役

平成20年６月 名古屋鉄道株式会社代表取締役副

社長

株式会社名鉄百貨店代表取締役副

社長

平成21年４月 株式会社名鉄百貨店代表取締役社

長

平成24年５月 中部百貨店協会会長

平成24年６月 株式会社名鉄百貨店取締役相談役

平成25年６月 株式会社名鉄百貨店相談役

平成26年６月 株式会社名鉄百貨店顧問

平成26年９月 当社顧問

平成27年５月 当社取締役(現任)
 

(注)５ －

取締役 － 葉山　良子 昭和34年10月７日生

 
昭和58年４月 株式会社富士銀行（現株式会社み

ずほ銀行）入行

昭和59年９月 学校法人駿河台学園入職

平成２年10月 有限責任監査法人トーマツ入所

平成６年３月 公認会計士登録

平成19年１月 新日本有限責任監査法人入所

平成27年１月 葉山良子公認会計士事務所代表

（現任）

平成27年６月 株式会社ココスジャパン社外監査

役（現任）

平成28年１月 当社顧問

平成28年５月 当社取締役(現任)

平成28年８月 日本公認会計士協会専門研究員(現

任)
 

(注)５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 坂本　利彦 昭和21年10月25日生

 
平成13年10月 伊藤忠商事株式会社名古屋支社財

経総務部長

平成15年７月 伊藤忠製糖株式会社執行役員人事

総務・財務経理担当

平成16年６月 同社取締役人事総務・財務経理担

当

平成18年６月 同社常務取締役人事総務・財務経

理担当

シー・アンド・エス・サービス株

式会社代表取締役社長

平成19年６月 伊藤忠製糖株式会社常務取締役経

営企画・人事総務・財務経理・情

報システム化推進担当

平成20年６月 同社専務取締役経営企画・人事総

務・財務経理担当

平成21年６月 同社専務取締役人事総務・財務経

理・情報システム担当

平成24年５月 当社監査役

平成29年３月 株式会社スギ薬局監査役(現任)

平成29年５月 当社常勤監査役(現任)
 

(注)６ －

監査役 － 浅野　薫夫 昭和18年１月９日生

 
平成４年７月 豊田合成株式会社取締役

平成12年６月 同社代表取締役専務取締役

平成13年６月 株式会社ヒューネット代表取締役

副社長

平成15年６月 ＴＧウェルフェア株式会社監査役

平成15年６月 ＴＧメンテナンス株式会社監査役

平成20年５月 当社常勤監査役

平成21年５月 当社監査役（現任）
 

(注)６ 1

監査役 － 安田　加奈 昭和44年４月10日生

 
平成５年10月 センチュリー監査法人（現新日本

有限責任監査法人）入所

平成９年４月 公認会計士登録

平成12年３月 安田会計事務所設立 同所所長（現

任）

平成16年３月 税理士登録

平成21年９月 シンポ株式会社社外監査役（現

任）

平成22年５月 当社監査役（現任）

平成28年６月 株式会社ゲオホールディングス社

外取締役（現任）
 

(注)７ 1

    計  7,722

（注）１．取締役神野重行、葉山良子の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役坂本俊彦、浅野薫夫、安田加奈の３氏は、社外監査役であります。

３．代表取締役副社長杉浦昭子は代表取締役会長杉浦広一の配偶者であります。

４．取締役杉浦克典、杉浦伸哉の両氏は代表取締役会長杉浦広一の実子であります。

５．平成29年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

６．平成28年５月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．平成26年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、「社員一人ひとりの幸福、お客様一人ひとりの幸福、そして、あらゆる人々の幸福を願い、笑顔

を増やします」という経営理念を掲げ、その実践を通して広く地域社会へ貢献することにより、株主の皆様やお客

様、患者様をはじめ、お取引先様、地域社会、従業員等の各ステークホルダーと良好な関係を築き、支持していただ

けるアドマイアード・カンパニーとして成長・発展していきたいと考えております。

そのための基盤として、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると認識しており、法令遵守の徹底、的確

かつ迅速な意思決定、効率的な業務執行、監査・監督機能の強化を図るべく、経営体制を整備するとともに必要な施

策を講じております。

 

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会、監査役会及び会計監査人設置会社であります。

取締役会は、取締役７名（内、社外取締役２名）及び監査役３名（内、社外監査役３名）で構成されており、

適宜必要な意思決定を行っております。業務執行は、業務分掌規程及び職務権限規程に基づき行っており、取締

役会は適宜報告を受けるほか、必要に応じてこれらの規程を見直しております。

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、各種議事録、決裁書類その他重要な書類を閲覧するな

どの方法により、取締役の業務執行を監査し、その結果を監査役会に報告しております。

なお、子会社の経営上の意思決定、執行に関しても、当社取締役のほか当社出身者が適宜取締役として選任さ

れており、グループ全体としてのコーポレート・ガバナンスの確保に努めております。

 

コーポレート・ガバナンスの関連図
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ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は監査役設置会社でありますが、社外取締役２名、社外監査役３名を選任していること、取締役の任期が

１年であること、任意に指名・報酬委員会を設置していることなど、指名委員会等設置会社の要素を取り入れた

コーポレート・ガバナンス体制となっております。監査役設置会社、指名委員会等設置会社、あるいは監査等委

員会設置会社にはそれぞれに利点があると認識しておりますが、現在のところ監査役設置会社が当社に適してい

るものと判断しております。

 

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの整備の状況に関しては、取締役会決議により、次のとおり「スギ薬局グループ　

内部統制システムの基本方針」を定め、実践しております。

 

スギ薬局グループ　内部統制システムの基本方針

 

当社および当社子会社（以下「スギ薬局グループ」という。）は、「社員一人ひとりの幸福、お客様一人ひとり

の幸福、そして、あらゆる人々の幸福を願い、笑顔を増やします」という経営理念を掲げ、その実践を通して広く

地域社会へ貢献することを基本理念としている。また、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確

な意思決定と、より透明性の高い公正で効率的な経営の実現を、コーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えて

いる。

スギ薬局グループは、この基本理念のもと、コーポレート・ガバナンスおよび財務報告の信頼性の充実・強化の

ため、次のとおり内部統制システムの基本方針を定める。スギ薬局グループは、この基本方針に基づく内部統制シ

ステムの整備状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講ずるほか、この基本方針についても、経営環境の変化等に

対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備に努める。

 

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(1) スギ薬局グループは、スギ薬局グループの業務に従事するすべての役員および社員（アルバイト、パートタ

イマー、契約社員、派遣社員、出向社員を含む。以下同じ。）の行動規範として「コンプライアンスマニュ

アル」を制定し、また、「コンプライアンスポケットマニュアル」を携帯することにより、各自がその業務

執行にあたりこれを遵守するよう指導・徹底する。

(2) リスク委員会を設け、スギ薬局グループ内におけるコンプライアンス体制の構築・浸透を図るとともに法

令・定款等に違反する行為に対処する。

(3) 監査室は、内部監査規程に基づき、職務の遂行状況についての監査を実施する。

(4) スギ薬局グループは、内部通報制度を設け、リスク・法令違反などの情報を受け付け、適正な是正措置を講

じる。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内諸規程に基づきその保存媒体に応じて適切か

つ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) リスク委員会を設け、スギ薬局グループの業務執行に係るリスクを認識し、その把握と管理、個々のリスク

に関する管理体制の構築、維持、向上を推進する。

(2) 不測の事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害等の拡大を

防止し損害等の極小化を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 持株会社および事業子会社の機能に沿った分権により、意思決定の迅速化を図るとともに、事業計画等にお

いて経営目標を明確にし、適宜その達成状況を検証し、必要に応じて対策を講じる。

(2) 業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの業務執行における責任者およびその責任、手続の詳細に

ついて定める。

５．会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の経営管理は、当該企業の自主性を尊重しつつも、グループ会社管理規程に基づき、当社に対する事

業内容の定期的な報告と重要案件の協議・決裁を通じて行う。

(2) 監査室は、スギ薬局グループの業務の適正性のモニタリングを行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1) 監査役と協議のうえ、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置することとする。

(2) 当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定については、監査役の事前の同意を得ることとする。
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７．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) スギ薬局グループの役員および社員は、必要と判断したときは、重要な業務執行に関し、監査役に対して報

告を行うとともに、必要に応じて稟議書その他業務遂行に関する帳簿・書類等の提出や、状況説明を行うも

のとする。

(2) 監査室は、監査役と密接な連携を保ち、コンプライアンスおよびリスク管理の状況について適宜報告を行

う。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役が、必要に応じ顧問弁護士等外部専門家と連携を図る機会を確保することとする。

(2) 取締役は、監査役と随時に意見交換し、監査の実効性確保に努めるものとする。

(3) 監査役は、月１回監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等について情報交換

および協議を行うとともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行う。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

監査室は、財務報告に係る内部統制の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正があればこ

れを勧告する。

10．反社会的勢力排除に向けた体制

反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たず、不当・不法な要求は排除する。また、

必要に応じ外部の専門機関とも連携を取り対応する。

 

ニ．リスク管理体制の整備の状況

当社は、社長を委員長とし、常勤の取締役、常勤監査役のほか、関連部署の部室長を委員とするリスク委員会

を設置し、リスクの発生及びリスク発生時における対応に備えております。

 

ホ．責任限定契約の内容の概要

当社は、平成18年５月22日開催の第24期定時株主総会において、社外取締役、社外監査役及び会計監査人の責

任限定契約を可能とする旨定款に定めております。

１．社外取締役との責任限定契約

締結しておりません。

２．社外監査役との責任限定契約

締結しておりません。

３．会計監査人との責任限定契約

締結しておりません。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社及び各子会社の内部監査を行う組織として監査室を設置しております。平成29年５月１日現在監査室長が、

監査役と情報共有のうえ当社及び各子会社の各組織の職務の遂行状況について定期的に内部監査を実施し必要な改

善指示を行っております。また、監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、各種議事録、決裁書類そ

の他重要な書類を閲覧するなどの方法により、取締役の業務執行を監査し、その結果を監査役会に報告しておりま

す。

なお、監査役坂本利彦氏は、伊藤忠製糖株式会社において、財務経理担当取締役として決算手続き及び財務諸表

作成等に従事した経験を有しており、監査役浅野薫夫氏は、豊田合成株式会社において、取締役経理部長として決

算手続き及び財務諸表作成等に従事した経験を有しており、また、監査役安田加奈氏は、公認会計士及び税理士の

資格を有しており、それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

また、監査役、会計監査人、監査室の連携状況については、会計監査人による定期的な監査の際に、監査役及び

監査室は、会計監査人との会合を設け、監査の計画及び結果の報告並びに意見及び情報の交換を実施しておりま

す。また、監査室による各部門の監査の都度、監査役は、監査室との会合を設け、監査の計画及び結果の報告並び

に意見及び情報の交換を実施しております。
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③　会計監査の状況

当社の会計監査人には、有限責任監査法人トーマツを選任しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士

は、松井夏樹氏、三浦宏和氏であります。なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士14名、その他14

名であります。

 

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

社外取締役である神野重行氏には、流通業界における他社代表取締役および業界団体役員等の経験を生かした業

務執行全般にわたる助言を期待しております。

社外取締役である葉山良子氏には、主に公認会計士の経験及び知見に基づく会計・税務分野の専門的見地からの

助言を期待しております。

社外監査役である坂本利彦氏には、他社での取締役の経験を活かした業務執行全般にわたる助言を期待しており

ます。

社外監査役である浅野薫夫氏には、他社での代表取締役及び監査役の経験を活かした業務執行全般にわたる助言

を期待しております。

社外監査役である安田加奈氏には、主に公認会計士及び税理士の経験及び知見に基づく会計・税務分野の専門的

見地からの助言を期待しております。

社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況については、「５　役員の状況」の「所有株式数」欄に記載の

とおりであります。それ以外に、当社との間において、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。

また、当該社外取締役及び社外監査役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人で

あった場合における当該他の会社等と当社との間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。

なお、社外取締役２名及び社外監査役３名は、いずれも形式的に「上場管理等に関するガイドライン」において

規定される一般株主と利益相反の生じるおそれがあると判断される要素に該当せず、かつ実質的にも一般株主と利

益相反が生じるおそれのない社外取締役及び社外監査役であると判断したため、独立役員に指定しております。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはあ

りませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員とし

ての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

社外取締役は、監査室からの内部監査の報告、監査役からの監査報告を定期的に受けることにより、当社グルー

プの現状と課題を把握し、必要に応じて取締役会において意見を表明しています。社外監査役は、上記の報告を同

様に受けているほか、効率的かつ効果的に監査役監査を行うために、会計監査人及び監査室と情報の交換を含む緊

密な協力関係を維持しております。

 

⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストック

オプション
賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
186 152 － 34 3

監査役

（社外監査役を除く。）
13 13 － 0 1

社外役員 19 19 － 0 5

(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

２．当社役員のうち、連結報酬等の総額が１億円以上となる者はおりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成19年５月24日開催の第25回定時株主総会において年額400百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年５月24日開催の第25回定時株主総会において年額30百万円以内と決議いた

だいております。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定については、指名・報酬委員会において審議された結果を受

けて、取締役に関しては取締役会、監査役に関しては監査役会の決議により行われます。
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⑥　株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）は当社であり、保有状況については以下のとおりであります。

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

８銘柄　113百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（非上場銘柄を除く）

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱ツルハホールディングス 6,000 57 業界動向の把握のため

㈱ビケンテクノ 34,000 23 取引関係強化のため

大正製薬㈱ 1,290 11 取引関係強化のため

日本電信電話㈱ 2,000 9 株式の安定化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,840 1 取引関係維持のため

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱ツルハホールディングス 6,000 62 業界動向の把握のため

㈱ビケンテクノ 34,000 26 情報収集のため

大正製薬㈱ 1,290 11 取引関係強化のため

日本電信電話㈱ 2,000 9 取引関係の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,840 2 取引関係維持のため

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式は保有しておりません。

 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑨　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするためであります。
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⑩　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引に

より自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

⑪　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に発

揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 24 － 25 －

連結子会社 18 － 19 －

計 42 － 44 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の規模・業務の特

性等の要素を総合的に勘案して適切に決定しております。

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

33/79



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年３月１日から平成29年２月28

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集に努めるとともに、

監査法人等の主催するセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当連結会計年度

(平成29年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 67,458 66,425

売掛金 15,147 15,208

有価証券 13,800 15,000

商品 45,259 49,990

繰延税金資産 1,447 1,090

その他 8,872 9,673

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 151,984 157,387

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２ 50,200 ※２ 59,865

減価償却累計額 △23,966 △26,609

建物及び構築物（純額） 26,234 33,255

土地 5,829 5,829

建設仮勘定 2,612 1,095

その他 18,086 20,089

減価償却累計額 △12,943 △14,238

その他（純額） 5,143 5,851

有形固定資産合計 39,821 46,031

無形固定資産 3,046 3,242

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 468 ※１ 322

長期貸付金 14 14

繰延税金資産 4,103 4,437

差入保証金 16,262 17,442

その他 2,263 1,844

貸倒引当金 △28 △57

投資その他の資産合計 23,084 24,003

固定資産合計 65,951 73,277

資産合計 217,936 230,664
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当連結会計年度

(平成29年２月28日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 46,194 48,661

未払法人税等 4,322 1,897

賞与引当金 1,920 907

その他 18,587 19,204

流動負債合計 71,025 70,670

固定負債   

退職給付に係る負債 4,324 4,580

資産除去債務 3,490 4,150

その他 ※２ 2,312 ※２ 2,480

固定負債合計 10,127 11,211

負債合計 81,153 81,882

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,434 15,434

資本剰余金 24,632 24,632

利益剰余金 97,075 108,856

自己株式 △43 △46

株主資本合計 137,098 148,877

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 67 82

退職給付に係る調整累計額 △382 △178

その他の包括利益累計額合計 △315 △95

純資産合計 136,782 148,782

負債純資産合計 217,936 230,664
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年３月１日
　至　平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成28年３月１日
　至　平成29年２月28日)

売上高 414,885 430,795

売上原価 299,174 310,786

売上総利益 115,710 120,008

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 36,992 40,418

賞与引当金繰入額 1,908 894

退職給付費用 1,167 1,110

賃借料 16,879 18,210

その他 35,648 36,542

販売費及び一般管理費合計 92,597 97,176

営業利益 23,112 22,832

営業外収益   

受取利息 185 126

受取配当金 45 8

固定資産受贈益 414 402

受取賃貸料 1,218 1,372

その他 288 412

営業外収益合計 2,152 2,321

営業外費用   

支払利息 24 27

有価証券評価損 83 －

賃貸収入原価 930 1,070

固定資産除却損 144 92

その他 272 87

営業外費用合計 1,455 1,278

経常利益 23,810 23,875

特別損失   

減損損失 ※ 983 ※ 1,353

特別損失合計 983 1,353

税金等調整前当期純利益 22,826 22,521

法人税、住民税及び事業税 8,751 7,667

法人税等調整額 △530 △93

法人税等合計 8,221 7,574

当期純利益 14,605 14,947

親会社株主に帰属する当期純利益 14,605 14,947
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年３月１日
　至　平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成28年３月１日
　至　平成29年２月28日)

当期純利益 14,605 14,947

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5 15

退職給付に係る調整額 241 204

その他の包括利益合計 ※ 247 ※ 220

包括利益 14,852 15,167

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 14,852 15,167
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成27年３月１日　至平成28年２月29日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,434 24,632 84,819 △41 124,845

会計方針の変更による累積的
影響額

  182  182

会計方針の変更を反映した当期
首残高

15,434 24,632 85,002 △41 125,027

当期変動額      

剰余金の配当   △2,532  △2,532

親会社株主に帰属する当期純
利益

  14,605  14,605

自己株式の取得    △2 △2

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 12,072 △2 12,070

当期末残高 15,434 24,632 97,075 △43 137,098

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 61 △624 △563 124,281

会計方針の変更による累積的
影響額

   182

会計方針の変更を反映した当期
首残高

61 △624 △563 124,464

当期変動額     

剰余金の配当    △2,532

親会社株主に帰属する当期純
利益

   14,605

自己株式の取得    △2

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

5 241 247 247

当期変動額合計 5 241 247 12,318

当期末残高 67 △382 △315 136,782
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当連結会計年度（自平成28年３月１日　至平成29年２月28日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,434 24,632 97,075 △43 137,098

当期変動額      

剰余金の配当   △3,165  △3,165

親会社株主に帰属する当期純
利益

  14,947  14,947

自己株式の取得    △2 △2

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 11,781 △2 11,779

当期末残高 15,434 24,632 108,856 △46 148,877

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 67 △382 △315 136,782

当期変動額     

剰余金の配当    △3,165

親会社株主に帰属する当期純
利益

   14,947

自己株式の取得    △2

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

15 204 220 220

当期変動額合計 15 204 220 11,999

当期末残高 82 △178 △95 148,782
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年３月１日
　至　平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成28年３月１日
　至　平成29年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 22,826 22,521

減価償却費 5,267 5,599

減損損失 983 1,353

賞与引当金の増減額（△は減少） 607 △1,013

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 630 572

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 29

有価証券評価損益（△は益） 83 －

受取利息及び受取配当金 △230 △134

固定資産受贈益 △232 △233

支払利息 24 27

固定資産除却損 31 7

売上債権の増減額（△は増加） △2,516 △60

たな卸資産の増減額（△は増加） △21 △4,730

仕入債務の増減額（△は減少） △6,096 2,472

その他 332 640

小計 21,691 27,053

利息及び配当金の受取額 134 51

利息の支払額 △18 △22

法人税等の支払額 △8,559 △10,170

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,248 16,912

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △69,000 △88,000

定期預金の払戻による収入 67,000 83,000

有価証券の取得による支出 △37,800 △39,000

有価証券の償還による収入 42,854 38,800

有形固定資産の取得による支出 △9,134 △11,119

無形固定資産の取得による支出 △1,123 △768

貸付けによる支出 △9 △4

貸付金の回収による収入 0 4

差入保証金の差入による支出 △1,765 △1,610

差入保証金の回収による収入 173 246

その他 △238 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,043 △18,439
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年３月１日
　至　平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成28年３月１日
　至　平成29年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △2 △2

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △159 △147

配当金の支払額 △2,534 △3,165

その他 191 △191

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,505 △3,506

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,699 △5,033

現金及び現金同等物の期首残高 44,758 46,458

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 46,458 ※ 41,425
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　2社

連結子会社の名称

㈱スギ薬局

スギメディカル㈱

(2) 非連結子会社の名称等

スギスマイル㈱

スギネット㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称等

スギスマイル㈱

スギネット㈱

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

めであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

　　 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産

(イ) 商品

売価還元低価法を採用しております。

ただし、調剤薬品及び物流センター保管商品については、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(ロ) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、当社の平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　８～39年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ただし、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用としております。

ロ　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更し

ております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度について

は、連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　なお、この変更による連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

投資有価証券（株式） 20百万円 20百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

建物及び構築物 112百万円 102百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

長期預り保証金 183百万円 169百万円

長期前受収益 25 23

 

３　当座貸越契約

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。当

座貸越契約は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

当座貸越限度額 22,500百万円 22,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 22,500 22,500
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（連結損益計算書関係）

※　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）

場所 用途 種類 減損損失

大阪府、岐阜県等43店舗 事業用店舗等 建物及び構築物等 743百万円

京都府、大阪府等４物件 賃貸資産等 その他 240百万円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてドラッグ・調剤事業は店舗を基本単位とし、

賃貸資産及び遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。また本社等については、独立した

キャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループ、閉店予定の意思決定等用途変更の見込みの

ある資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額983百万円を減損損失として特別

損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物757百万円、土地９百万円及びその他216百万円でありま

す。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価額で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを5.5％で割り引いて算定しております。

 

当連結会計年度（自　平成28年３月１日　至　平成29年２月28日）

場所 用途 種類 減損損失

滋賀県、岐阜県等53店舗 事業用店舗等 建物及び構築物等 1,329百万円

京都府１物件 賃貸資産等 その他 24百万円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてドラッグ・調剤事業は店舗を基本単位とし、

賃貸資産及び遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。また本社等については、独立した

キャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

営業活動から生ずる利益が継続してマイナスである資産グループ、閉店予定の意思決定等用途変更の見込みの

ある資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,353百万円を減損損失として特

別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物1,214百万円、その他139百万円であります。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方の価額で測定してお

ります。

回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を基礎に算定しております。ま

た、使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを6.5％で割り引いて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 5百万円 15百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 5 19

税効果額 0 △3

その他有価証券評価差額金 5 15

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 182 139

組替調整額 213 176

税効果調整前 395 316

税効果額 △154 △112

退職給付に係る調整額 241 204

その他の包括利益合計 247 220

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成27年３月１日　至平成28年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 63,330,838 － － 63,330,838

合計 63,330,838 － － 63,330,838

自己株式     

普通株式（注） 15,717 355 － 16,072

合計 15,717 355 － 16,072

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加355株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年４月７日

取締役会
普通株式 1,266 20 平成27年２月28日 平成27年５月29日

平成27年９月29日

取締役会
普通株式 1,266 20 平成27年８月31日 平成27年11月５日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年４月５日

取締役会
普通株式 1,582 利益剰余金 25 平成28年２月29日 平成28年５月27日
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当連結会計年度（自平成28年３月１日　至平成29年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 63,330,838 － － 63,330,838

合計 63,330,838 － － 63,330,838

自己株式     

普通株式（注） 16,072 388 － 16,460

合計 16,072 388 － 16,460

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加388株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月５日

取締役会
普通株式 1,582 25 平成28年２月29日 平成28年５月27日

平成28年９月26日

取締役会
普通株式 1,582 25 平成28年８月31日 平成28年11月４日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年４月11日

取締役会
普通株式 1,582 利益剰余金 25 平成29年２月28日 平成29年５月24日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

現金及び預金勘定 67,458百万円 66,425百万円

有価証券 13,800 15,000

預入期間が３ケ月を超える定期預金及び有価証券 △34,800 △40,000

現金及び現金同等物 46,458 41,425
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容
（ア）有形固定資産

主として建物及び構築物であります。
（イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。
②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ
ります。

 
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度（平成28年２月29日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 520 253 266

有形固定資産「その他」 6 6 －

合計 526 259 266

 
（単位：百万円）

 

 
当連結会計年度（平成29年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 520 282 237

合計 520 282 237

 
(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 24 27

１年超 365 337

合計 390 365
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(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
（単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

支払リース料 81 80

減価償却費相当額 30 29

支払利息相当額 58 56

 
(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

(5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

１年内 402 423

１年超 1,830 2,545

合計 2,233 2,969

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、全額自己資金を充
当しております。
一時的な余資を含めた資金運用については、主に短期的な預金・譲渡性預金等の安全性の高い金融資産で

運用しております。
 

(2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に合同運用指定金銭信託、金融機関に対する譲渡性預金、業務上の関係

を有する企業の株式及び投資信託であります。金銭信託、業務上の関係を有する企業の株式及び投資信託は
市場価値の変動リスクに晒されております。
差入保証金は、主に賃借契約によるものであり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、すべて90日以内の支払期日であります。

 
(3）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク

社内規程に従い営業債権及び差入保証金については、与信管理担当部門が主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③　資金調達に係る流動性リスク

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様であります。

 
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価値がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成28年２月29日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 67,458 67,458 －

(2）売掛金 15,147   

貸倒引当金(*) △0   

 15,147 15,147 －

(3）有価証券及び投資有価証券 13,952 13,952 －

(4）長期貸付金 14   

貸倒引当金(*) △4   

 10 10 －

(5）差入保証金 16,262 15,541 △721

資産計 112,832 112,110 △721

(1）買掛金 46,194 46,194 －

(2）未払法人税等 4,322 4,322 －

負債計 50,517 50,517 －

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

当連結会計年度（平成29年２月28日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 66,425 66,425 －

(2）売掛金 15,208 15,208 －

(3）有価証券及び投資有価証券 15,171 15,171 －

(4）長期貸付金 14   

貸倒引当金(*) △4   

 10 10 －

(5）差入保証金 17,442 16,443 △998

資産計 114,258 113,260 △998

(1）買掛金 48,661 48,661 －

(2）未払法人税等 1,897 1,897 －

負債計 50,559 50,559 －

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産
(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、公表されている基準価格によっておりま

す。また、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
合同運用指定金銭信託については、すべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。
また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4）長期貸付金
長期貸付金の時価については、財務内容等を勘案し、個別に引当金の計上を行っているため、貸倒見積

額を控除した金額をもって時価としております。
(5）差入保証金

差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国
債の利回り等適切な指標による利率で割引いた現在価値により算定しております。
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負　債
(1）買掛金、(2）未払法人税等

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

 

区分
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

投資有価証券（非上場株式） 0 0

関係会社株式（非上場株式） 20 20

投資事業有限責任組合への出資金 295 130

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年２月29日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 67,458 － － －

売掛金 15,147 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期
があるもの

13,800 － － －

長期貸付金 － 14 － －

差入保証金 1,163 3,466 4,268 7,363

合計 97,569 3,481 4,268 7,363

 
当連結会計年度（平成29年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 66,425 － － －

売掛金 15,208 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期
があるもの

15,000 － － －

長期貸付金 － 14 － －

差入保証金 1,303 3,727 4,425 7,984

合計 97,937 3,742 4,425 7,984

 
４．リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成28年２月29日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 175 177 179 72 60 154

 
当連結会計年度（平成29年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 225 229 121 103 72 255
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 △83 －

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年２月29日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 103 26 77

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 49 26 22

小計 152 53 99

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 13,800 13,800 －

小計 13,800 13,800 －

合計 13,952 13,853 99

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）及び投資事業有限責任組合への出資金（連結貸借対照表計上額295

百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（平成29年２月28日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 113 26 87

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 58 26 31

小計 171 53 118

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 15,000 15,000 －

小計 15,000 15,000 －

合計 15,171 15,053 118

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）及び投資事業有限責任組合への出資金（連結貸借対照表計上額130

百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年３月１日　至　平成29年２月28日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

一部の連結子会社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

  

前連結会計年度

（自　平成27年３月１日

至　平成28年２月29日）

 

当連結会計年度

（自　平成28年３月１日

至　平成29年２月28日）

 

 退職給付債務の期首残高 4,377 百万円 4,324 百万円

 　会計方針の変更による累計的影響額 △287  －  

 会計方針の変更を反映した期首残高 4,089  4,324  

 　勤務費用 635  633  

 　利息費用 20  21  

 　数理計算上の差異の発生額 △182  △139  

 　退職給付の支払額 △239  △258  

 退職給付債務の期末残高 4,324  4,580  

 

(2)退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

  
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
 

当連結会計年度

（平成29年２月28日）
 

 非積立型制度の退職給付債務 4,324 百万円 4,580 百万円

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,324  4,580  

      

 退職給付に係る負債 4,324  4,580  

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,324  4,580  

 

(3)退職給付費用及びその内訳項目の金額

  

前連結会計年度

（自　平成27年３月１日

至　平成28年２月29日）

 

当連結会計年度

（自　平成28年３月１日

至　平成29年２月28日）

 

 勤務費用 635 百万円 633 百万円

 利息費用 20  21  

 数理計算上の差異の費用処理額 176  139  

 過去勤務費用の費用処理額 37  37  

 確定給付制度に係る退職給付費用 869  831  

 

(4)退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

  

前連結会計年度

（自　平成27年３月１日

至　平成28年２月29日）

 

当連結会計年度

（自　平成28年３月１日

至　平成29年２月28日）

 

 過去勤務費用 37 百万円 37 百万円

 数理計算上の差異 358  279  

 　　合計 395  316  
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(5)退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

  

前連結会計年度

（自　平成27年３月１日

至　平成28年２月29日）

 

当連結会計年度

（自　平成28年３月１日

至　平成29年２月28日）

 

 未認識過去勤務費用 △112 百万円 △74 百万円

 未認識数理計算上の差異 △474  △194  

 　　合計 △586  △269  

 

(6)数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 

  
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
 

当連結会計年度

（平成29年２月28日）
 

 割引率 0.5％  0.5％  

　予想昇給率は、前連結会計年度は平成28年２月29日、当連結会計年度は平成29年２月28日を基準日として算定した

年齢別昇給指数を使用しております。

 

３．確定拠出制度

　当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度 28百万円、当連結会計年度 26百万円であ

ります。

 

 

EDINET提出書類

スギホールディングス株式会社(E03344)

有価証券報告書

56/79



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
 

当連結会計年度
（平成29年２月28日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 439百万円 288百万円

賞与引当金 666  309

一括償却資産限度額超過額 69  65

未払事業所税 82  88

その他 192  340

小計 1,449  1,092

評価性引当額 △2  △1

合計 1,447  1,090

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 8  17

長期未払金 195  185

退職給付に係る負債 1,490  1,543

減価償却超過額 951  1,018

減損損失 1,327  1,497

資産除去債務 1,106  1,249

繰越欠損金 255  230

その他 445  415

小計 5,781  6,157

評価性引当額 △852  △808

合計 4,929  5,349

繰延税金負債（固定）    

長期前払家賃 △263  △235

資産除去債務に対応する除去費用 △505  △620

その他有価証券評価差額金 △32  △35

その他 △25  △20

合計 △826  △911

繰延税金資産の純額 5,550  5,528

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（平成28年２月29日）

 
当連結会計年度

（平成29年２月28日）

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、注記を省略しております。

 

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、注記を省略しております。
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改

正する法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立し、消費税率

の10％への引上げ時期が平成29年４月１日から平成31年10月１日に延期されました。

　これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人住民税

法人税割の税率改正の実施時期も平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から平成31年10月１日以後に

開始する連結会計年度に延期されました。

　当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、従来の31.7％から平成

29年３月１日に開始する連結会計年度及び平成30年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時

差異については30.3％に、平成31年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては30.1％となります。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

店舗等の定期借地権契約及び不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約期間及び建物の耐用年数に応じて10～34年と見積り、割引率は過去において類似

の資産について発生した除去費用の実績から割引前将来キャッシュ・フローを見積り、使用見込期間に対応

した割引率を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

期首残高 3,258百万円 3,499百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 245 679

時の経過による調整額 58 60

資産除去債務の履行による減少額 △62 △33

期末残高 3,499 4,206

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは「ドラッグ・調剤事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成27年３月１日 至平成28年２月29日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社グループは「ドラッグ・調剤事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外の地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年３月１日 至平成29年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社グループは「ドラッグ・調剤事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外の地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年３月１日 至平成28年２月29日）

　当社グループは「ドラッグ・調剤事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成28年３月１日 至平成29年２月28日）

　当社グループは「ドラッグ・調剤事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年３月１日 至平成28年２月29日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年３月１日 至平成29年２月28日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年３月１日 至平成28年２月29日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年３月１日 至平成29年２月28日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引総額に重要性が乏しいため、省略しております。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

１株当たり純資産額 2,160円36銭 2,349円90銭

１株当たり当期純利益金額 230円67銭 236円08銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

 （平成28年２月29日）
当連結会計年度末

 （平成29年２月28日）

純資産の部の合計額（百万円） 136,782 148,782

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 136,782 148,782

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（株）
63,314,766 63,314,378

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

 親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万

円）
14,605 14,947

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
14,605 14,947

 期中平均株式数（株） 63,314,977 63,314,587

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 192 0 0.1 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 175 225 1.6 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
644 781 2.8 平成30年～46年

その他有利子負債 － － － －

計 1,012 1,007 － －

(注) １．リース債務の平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

　リース債務 　229 　121 　103 　72

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 107,649 217,810 322,664 430,795

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
6,487 11,721 16,901 22,521

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額

（百万円）

4,054 7,406 10,804 14,947

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
64.04 116.99 170.64 236.08

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
64.04 52.95 53.66 65.44
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当事業年度

(平成29年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 58,317 56,742

売掛金 ※２ 827 ※２ 858

有価証券 13,800 15,000

前払費用 1,604 1,742

繰延税金資産 143 183

未収入金 ※２ 53,111 ※２ 54,316

その他 3 0

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 127,805 128,843

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 26,416 ※１ 33,766

構築物 ※１ 1,866 ※１ 2,294

土地 6,057 6,056

建設仮勘定 2,612 1,095

その他 532 801

有形固定資産合計 37,486 44,014

無形固定資産 3,038 3,240

投資その他の資産   

投資有価証券 448 302

関係会社株式 2,460 2,460

関係会社長期貸付金 334 343

長期前払費用 1,317 1,275

繰延税金資産 1,125 1,238

差入保証金 16,120 17,287

その他 734 406

貸倒引当金 △358 △397

投資その他の資産合計 22,182 22,916

固定資産合計 62,707 70,171

資産合計 190,513 199,015

負債の部   

流動負債   

関係会社短期借入金 9,016 4,782

未払金 ※２ 42,525 ※２ 43,173

未払法人税等 3,063 1,205

賞与引当金 15 －

その他 488 412

流動負債合計 55,109 49,574

固定負債   

資産除去債務 3,487 4,146

その他 ※１ 2,310 ※１ 2,478

固定負債合計 5,797 6,625

負債合計 60,907 56,199
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当事業年度

(平成29年２月28日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,434 15,434

資本剰余金   

資本準備金 24,632 24,632

資本剰余金合計 24,632 24,632

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 53,540 58,540

繰越利益剰余金 35,886 44,082

利益剰余金合計 89,517 102,713

自己株式 △45 △47

株主資本合計 129,538 142,732

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 67 82

評価・換算差額等合計 67 82

純資産合計 129,605 142,815

負債純資産合計 190,513 199,015
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年３月１日
　至　平成28年２月29日)

当事業年度
(自　平成28年３月１日
　至　平成29年２月28日)

売上高   

関係会社賃貸収入 22,299 24,553

売上高合計 22,299 24,553

営業収益   

経営管理料 8,285 8,602

関係会社受取配当金 7,300 10,800

その他 21 24

営業収益合計 15,606 19,427

売上高・営業収益合計 ※１ 37,906 ※１ 43,980

売上原価   

関係会社賃貸原価 20,999 22,687

売上原価合計 20,999 22,687

売上総利益 ※２ 1,299 ※２ 1,866

販売費及び一般管理費 ※１,※３ 2,197 ※１,※３ 2,223

営業利益 14,708 19,069

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 204 ※１ 123

受取賃貸料 1,218 1,372

その他 ※１ 101 ※１ 165

営業外収益合計 1,525 1,662

営業外費用   

支払利息 ※１ 46 ※１ 36

有価証券評価損 83 －

賃貸収入原価 933 1,073

その他 301 108

営業外費用合計 1,365 1,218

経常利益 14,868 19,513

特別損失   

減損損失 429 217

特別損失合計 429 217

税引前当期純利益 14,439 19,295

法人税、住民税及び事業税 2,937 3,090

法人税等調整額 △91 △156

法人税等合計 2,846 2,933

当期純利益 11,592 16,361
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成27年３月１日　至平成28年２月29日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,434 24,632 24,632 90 48,540 31,826 80,457

当期変動額        

別途積立金の積立     5,000 △5,000 －

剰余金の配当      △2,532 △2,532

当期純利益      11,592 11,592

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 5,000 4,059 9,059

当期末残高 15,434 24,632 24,632 90 53,540 35,886 89,517

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △43 120,480 61 61 120,542

当期変動額      

別途積立金の積立  －   －

剰余金の配当  △2,532   △2,532

当期純利益  11,592   11,592

自己株式の取得 △2 △2   △2

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  5 5 5

当期変動額合計 △2 9,057 5 5 9,063

当期末残高 △45 129,538 67 67 129,605
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当事業年度（自平成28年３月１日　至平成29年２月28日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,434 24,632 24,632 90 53,540 35,886 89,517

当期変動額        

別途積立金の積立     5,000 △5,000 －

剰余金の配当      △3,165 △3,165

当期純利益      16,361 16,361

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 5,000 8,195 13,195

当期末残高 15,434 24,632 24,632 90 58,540 44,082 102,713

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △45 129,538 67 67 129,605

当期変動額      

別途積立金の積立  －   －

剰余金の配当  △3,165   △3,165

当期純利益  16,361   16,361

自己株式の取得 △2 △2   △2

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  15 15 15

当期変動額合計 △2 13,193 15 15 13,209

当期末残高 △47 142,732 82 82 142,815
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

①　子会社株式……………………移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの………………事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの………………移動平均法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産…………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

（リース資産を除く）　　　　　除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物……………　８～39年

構築物…………　10～20年

②　無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

③　長期前払費用…………………定額法

３. 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………………従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額に基づき当事業年度

負担額を計上しております。

４. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

ロ．連結納税制度の適用…………連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しておりま

す。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、及び事業分離等会計基準第57－４項

（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、この変更による財務諸表に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当事業年度

（平成29年２月28日）

建物 112百万円 102百万円

構築物 0 0

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当事業年度

（平成29年２月28日）

長期預り保証金 183百万円 169百万円

長期前受収益 25 23

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものは除く）

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当事業年度

（平成29年２月28日）

短期金銭債権 46,173百万円 46,976百万円

短期金銭債務 6,221 4,804

 

３　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契

約は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当事業年度

（平成29年２月28日）

当座貸越限度額 22,500百万円 22,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 22,500 22,500
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
 
 

前事業年度
（自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日）

当事業年度
（自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日）

営業取引による取引高   

　売上高 22,299百万円 24,553百万円

　営業収益 15,585 19,402

　販売費及び一般管理費 86 84

営業取引以外の取引による取引高 25 12

 

※２　「売上総利益」は「売上高」から「売上原価」を控除した金額を示しております。

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属する

ものであります。

 
前事業年度

（自　平成27年３月１日
　　至　平成28年２月29日）

当事業年度
（自　平成28年３月１日

　　至　平成29年２月28日）

役員報酬 241百万円 220百万円

給料手当及び賞与 285 249

地代家賃 243 270

減価償却費 89 171

租税公課 190 380

交際接待費 422 174

支払手数料 231 249

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額2,460百万円、前事業年度の貸借対照表計上額2,460百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
 

当事業年度
（平成29年２月28日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 121百万円 120百万円

その他 21  63

合計 143  183

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 113  119

長期未払金 194  184

資産除去債務 1,105  1,248

関係会社株式評価損 674  640

減価償却超過額 894  964

減損損失 577  535

その他 414  390

小計 3,974  4,082

評価性引当額 △1,275  △1,224

合計 2,698  2,858

繰延税金負債（固定）    

長期前払家賃 △263  △235

資産除去債務に対応する除去費用 △504  △619

関係会社株式 △746  △709

その他有価証券評価差額金 △32  △35

その他 △25  △20

合計 △1,572  △1,619

繰延税金資産の純額 1,269  1,422

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
 

当事業年度
（平成29年２月28日）

法定実効税率 34.9％  32.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0  0.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △17.7  △18.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.9  0.4

その他 0.6  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.7  △17.2
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改

正する法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立し、消費税率

の10％への引上げ時期が平成29年４月１日から平成31年10月１日に延期されました。

　これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人住民税

法人税割の税率改正の実施時期も平成29年４月１日以後に開始する事業年度から平成31年10月１日以後に開始

する事業年度に延期されました。

　当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、従来の31.7％から平成29年

３月１日に開始する事業年度及び平成30年３月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について

は30.3％に、平成31年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.1％となり

ます。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額
減価償却
累 計 額

期末取得原価

有形

固定資産

建物 26,416 10,416
198

(198)
2,868 33,766 23,969 57,735

構築物 1,866 762
2

(2)
332 2,294 3,693 5,987

土地 6,057 － 0 － 6,056 － 6,056

建設仮勘定 2,612 15,501 17,019 － 1,095 － 1,095

その他 532 405
1

(1)
134 801 932 1,733

計 37,486 27,086
17,222

(202)
3,335 44,014 28,595 72,609

無形

固定資産
3,038 1,223

283

(12)
738 3,240 2,148 5,389

(注) １．建物の当期増加額のうち 5,366百万円は新規出店75店舗によるものであります。

２．建設仮勘定の当期増加額は新規店舗開設等に関する工事代等によるものであります。

３．「当期減少額」欄の（　）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 359 42 3 398

賞与引当金 15 － 15 －

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座）

　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所

 

──────

 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.drug-sugi.co.jp/hd/

株主に対する特典

毎年２月末日現在の株主に対し、株主優待券を以下の基準で贈呈。

①100株以上1,000株未満保有の株主　　3,000円相当の優待券

②1,000株以上保有の株主　　　　　　 5,000円相当の優待券

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第34期）（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）平成28年５月27日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第34期）（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書を平成28年６月３日関東財務局長に提出

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

平成28年５月27日関東財務局長に提出

(4) 四半期報告書及び確認書

（第35期第１四半期）（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）平成28年７月14日関東財務局長に提出

（第35期第２四半期）（自　平成28年６月１日　至　平成28年８月31日）平成28年10月13日関東財務局長に提出

（第35期第３四半期）（自　平成28年９月１日　至　平成28年11月30日）平成29年１月12日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

平成28年５月27日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。

平成29年５月24日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

   

 

  平成２９年５月２４日 

スギホールディングス株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスギホールディングス株式会社の平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スギ

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、スギホールディングス株式

会社の平成２９年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、スギホールディングス株式会社が平成２９年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

   

 

  平成２９年５月２４日 

スギホールディングス株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　宏和　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスギホールディングス株式会社の平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの第３５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スギホー

ルディングス株式会社の平成２９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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